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主催
京都大学東アジア経済研究センター
後援
太平洋協会
京都大学東アジア経済研究センター支援会
アジア自動車シンポジウム 2018
深刻化する太平洋島嶼国の放置車問題
－豊島事件を教訓として,解決策を探る―
■京都会場  2018年11月10(土) 1４時
京都大学経済学部みずほホール（法経東館地下1階)
■東京会場  2018年11月12(月) 1４時
京都大学東京オフィス（新丸の内ビルディング10階）
司会 京都大学大学院経済学研究科 教授
田中 彰
挨拶
14:00-14:10
太平洋協会 太平洋諸島研究所所長
小川 和美 (京都会場)
(代理)太平洋協会事務局長

芳賀 達也
太平洋協会理事長/太平洋諸島学会会長
小林 泉（東京会場）
報告
14:10-16:30
NPO法人RUMアライアンス 顧問

鶫 謙一

豊島事件とその教訓
京都大学大学院経済学研究科 教授

塩地 洋

放置車両問題の解決策を探る
懇親会
17:00-18:30
参加の御申込は,塩地shioji@econ.kyoto-u.ac.jp宛に,①会場名,②氏名･所属,③懇親会出欠，の三点を御連絡ください｡シンポジウムの参加費は無料,懇親会参加費は2000円です。ただし支援会会員は懇親会も無料です。定員は東京会場，京都会場ともに60名です｡お早めにお申し込みください｡支援会への入会につきましては塩地までお問い合わせください｡

「京都大学中国経済シンポジウム」のお知らせ
京都大学
中国経済シンポジウム2018年
中国は先進国になれるか
主催：　京都大学経済学研究科東アジア経済研究センター
共催：　京都大学人文科学研究所現代中国研究センター
協賛：　東アジア経済研究センター支援会
協力：　大阪能率協会
時    間： 2018年11月18日(日) 14:00～17:50
場    所：京都大学吉田校舎百周年時計台記念館２階国際交流ホールⅡ
司会：　渡辺純子（京都大学経済学研究科教授）
開会挨拶：14:00―14:10　
江上雅彦（京都大学経済学研究科長）
第Ⅰ部：講演
■講演１　14:10-14:40
　講演者：劉徳強（京都大学経済学研究科教授）
　テーマ：中国の経済成長と中所得国の罠
■講演２．14:40-15:10 
　講演者：村上衛（京都大学人文科学研究科現代中国研究センター准教授）
　テーマ：第1次・第2次グローバリゼーションと中国：清末と現代
■講演３　15:10-15:40 
　講演者：小島正憲（株式会社小島衣料オーナー）
　テーマ：我が中国企業の理論と実践
■講演４．15:40-16:10 
　講演者：天児慧（早稲田大学名誉教授）
　テーマ：模索する中国の政治改革：改革開放の40年から考える
――――――――　コーヒーブレーク　――――――――――
司会：　田中彰（京都大学経済学研究科教授）
第Ⅱ部：パネル・ディスカッション
■講師による総合討論　16:20-17:00
■質疑応答　17:00-17:40
閉会挨拶：17:40-17:50
　　　　　藤井秀樹（京都大学経済学研究科教授・東アジア経済研究センター長）
懇親会：18:00~19:30　法経東館地下一階みずほホール
（参加費2000円、学生1000円、講師、シンポジウム関係者と東アジアセンター支援会会員は無料。）
中国ニュース10.22-10.28
HEADLINES
港珠澳大橋が開通　経済効果が期待
日本の対中ODAが終了　新たな協力へ

民営企業の資金調達支援の具体策を強化
安倍首相は中国を訪問　　習氏の来日要請へ
中国が印の菜種粕輸入解禁
中国『外国投資法』の立法手続きが加速

日中経済協力フォーラム 　52のプロジェクトで協力を確認

中国湖南省でアフリカ豚コレラが確認

中国宅配の順豊、独物流大手の中国事業890億円で買収
シーメンスは、30億元投資で上海に新工場

港珠澳大橋が開通　経済効果が期待
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【中国経済網10月26日】香港―広東省珠海―マカオを結ぶ世界最長規模の海上橋「港珠澳大橋」の開通式典が23日、珠海で開かれた。中国の習近平国家主席が主宰し、韓正副首相、香港政府の林鄭月娥行政長官らが参加した。港珠澳大橋は10月24日午前9時に正式開通する。港珠澳大橋は2003年に建設案が立ち上がり、480億人民元の建設費で15年をかけて完成した。これまで珠江によって香港と隔てられていた広東省の仏山市や中山市、珠海市といった珠江デルタ地域の西部エリアでは、大橋が開通することで、香港への輸送距離が一気に縮まることになる。橋の開通で、観光や物流の活性化による経済効果が期待されている。

日本の対中ＯＤＡが終了　新たな協力へ

【中国経済網10月26日】中国外務省の華春瑩副報道局長は23日の記者会見で、日本政府が中国への政府開発援助（ODA）を終了する方針について、「新たな情勢に合わせ、関連の対話と協力について日本側との意思疎通を継続したい」と述べ、日本との新たな協力方法を模索したいと表明した。華氏はこれまでの日本の対中ODAを互恵的な協力だったと評価した。26日中国に到着した安倍総理大臣は、日中平和友好条約の発効から40年の記念式に出席し、対中ODAについて「今や中国は世界第2位の経済大国へと発展し、日本の対中ODAはその歴史的使命を終えた。今日、日本と中国はアジアのみならず世界全体の経済発展に欠くことのできない役割を果たしている」と述べた。「第三国への開発支援や人道支援で中国と協力していく」とも強調した。
民営企業の資金調達支援の具体策を強化
【新浪網10月24日】中国の李克強副主席が主宰する国務院常務会議は22日、民営企業の資金調達を支援するため民間企業の社債による資金調達支援措置を講じることを決定した。会議で決まったのは、主に民営企業の債券による資金調達を支援する仕組みの導入、小規模零細企業や民営企業を貸出対象とする金融機関への人民銀の貸出・割引枠の拡大の２点である。民営企業を巡っては、習近平総主席が20日に「民営企業の発展を支持することは、党中央の一貫した方針であり、この点はいささかも揺るがない」とも強調した。
安倍首相は中国を訪問　習氏の来日要請へ
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【中国新聞網10月28日】安倍晋三首相は25日に中国を訪れ、26日に習近平国家主席、李克強首相と個別に会談を行なった。安倍首相は習主席に2019年の訪日を要請した。首脳の相互往来を着実に進め、経済や安全保障を含む幅広い分野で具体的な連携を推進していくことも確認した。両国の関係を「新たな段階」へと引き上げたい意向である。日本の首相が国際会議出席を除く公式訪問の形で訪中するのは2011年12月の野田佳彦前首相以来、約７年ぶりである。また、日中の企業関係者が中国の経済圏構想「一帯一路」に絡み、第三国でのインフラ開発などの協力案件で覚書を交わした。
中国は印の菜種粕輸入解禁
【新浪網10月22日】中国税関総署は22日、インドからの菜種粕の輸入を解禁すると発表した。菜種粕は家畜の飼料や肥料として利用される。かつて中国はインドにとって最大の菜種粕輸出国であったが、中国当局は品質への懸念を理由に2011年から、インド産菜種粕の輸入を禁止していた。今回中国税関はインド産菜種粕の輸入を22日に解禁した。ただし、中国側は輸入に際して、加工工場に中国当局による認可を義務付けるなど、厳しい条件を課している。輸出解禁を受けて、インド国内の菜種の先物価格は22日に１％以上値上がりした。
中国『外国投資法』の立法手続きが加速
【中国新聞網10月25日】中国商務部が25日に開いた定例記者会見で、高峰報道官は「中国は2018年に世界最大の対外直接投資導入国になった。商務部は『外国投資法』の立法手続きの推進を加速している。中国に進出した外資系企業の合法的な権益をより良く保護する。外資系企業により便利なサービスを提供し、海外投資家の投資の自信を強化する」と述べた。その背景としては、国連貿易開発会議の最新の「世界投資トレンド観測報告書」によると、今年上半期の世界の対外直接投資は前年同期比41％減で10年ぶりの低い水準となった。しかし、中国の外資導入は今年第1−3四半期に安定増を維持し、新設された外資系企業数は増加率が高かった。
日中経済協力フォーラム 　　52のプロジェクトで協力を確認
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【新浪財経10月26日】日中両政府は、26日の首脳会談に合わせて東南アジアなど第三国での経済協力を話し合う「日中第三国市場協力フォーラム」を北京で初めて開き、企業や政府機関の関係者などおよそ1400人が出席した。全体会合には、安倍首相と李克強首相が出席して、双方の企業や政府機関がタイ東部の都市開発など、総額180億ドルを超える52のプロジェクトを協力して進める文書を交わした。中国が巨大経済圏構想「一帯一路」を提唱し、周辺国のインフラ投資を進める中、日本としては、第三国の利益となり、国際標準に沿ったプロジェクトを進めることで、日中の経済面での関係を強化したい考えである。

中国湖南省でアフリカ豚コレラが確認
【中国新聞網10月28日】中国農業農村省は28日、湖南省常徳市桃源県にある農場でアフリカ豚コレラの感染事例が確認されたと発表した。発表によると、同養豚場のブタ7684頭のうち106頭が発病、99頭が死んだ。農業農村省は直ちに緊急対策チームを現地に派遣した。現時点で感染拡大は抑え込めているという。なお、中国農業農村省は23日、8月初めに遼寧省瀋陽市の養豚場で初確認されて以降、各地に広がっているアフリカ豚コレラについて、現在は総じて抑え込みに成功しているものの、引き続き警戒を緩めない方針を強調した。
中国宅配の順豊、独物流大手の中国事業890億円で買収
【第一財経10月26日】26日に中国宅配大手会社の順豊は独物流大手のDHLから中国事業の一部を55億元で買収すると発表した。買収する対象はDHL傘下のサプライチェーン関連事業を手掛ける北京と香港の2社である。2社合計の2017年度の売上高は35億元、純利益は1億4千万元であった。順豊は今後、中国当局の審査を経て買収実現を目指し、買収後もDHLのブランドは残すという。順豊は事業買収を通じ物流設備の質を高めコストを下げるとしており、中国国内での法人向け事業の基盤の強化につなげる。
シーメンスは、30億元投資で上海に新工場
【人民網10月23日】ドイツの総合電機大手会社のシーメンスの医療機器部門シーメンス・ヘルスケアは、上海市の浦東新区で体外診断薬・機器の新工場を着工した。これは、シーメンス・ヘルスケアがアジア太平洋地域に設ける初の体外診断薬工場で、臨床化学や免疫分野での診断・分析に用いられる試薬を生産する。投資総額は30億元で、工場の完成により、約500人分の雇用創出を見込む。また、同工場が立地する「シーメンス・ヘルスケア上海園区」は、従来の画像診断装置に加え、体外診断薬・機器の生産能力も備えることになり、両分野の生産能力を備える中国初の生産拠点となる。
【中国経済最新統計】
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	1.8
	6.0
	288
	11.4
	20.9
	39.5
	1.9
	8.9
	12.7

	5月
	
	6.8
	8.5
	1.8
	3.9
	249
	11.4
	25.1
	106.5
	11.7
	8.8
	12.6

	6月
	6.7
	6.0
	9.0
	1.9
	5.7
	415
	10.2
	13.8
	92.3
	5.8
	8.5
	12.7

	7月
	
	6.0
	8.8
	2.1
	3.0
	280
	11.3
	27.7
	113.1
	19.3
	9.0
	13.2

	8月
	
	6.1
	9.0
	2.3
	4.6
	279
	9.0
	20.4
	126.8
	11.4
	8.7
	13.2

	9月
	6.5
	5.8
	9.2
	2.5
	6.1
	317
	14.4
	14.9
	45.7
	8.3
	8.8
	13.2


注：1.①「実質GDP増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。

2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、1月と2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意

されたい。また、(　　)内の数字は1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。

　　3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の86%（2007年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易である。⑨と⑩は実施ベースである。

出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。
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